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はじめに
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薬物有害事象は処方薬剤数が６剤を超えるとリスク
が増大すると言われている。当院の附属介護老人保
健施設では1人あたりに平均６．７剤が処方され、６剤
以上処方されている入所者は全体の約60%と安全面
でリスクの高い状況であった。さらに、平成29年度の
薬剤費用は１人あたり1ヶ月5530円となっており、経営
面でも問題となっていた。
このため、多職種で処方内容の見直しに取り組み、
適切な薬物療法の実現を目指して活動することとし
た。



現状把握と目標設定

調査期間：平成30年4月

調査対象：当院附属介護老人保健施設入所中の高齢者（65歳以上）62名

項目 Ｎ＝62

年齢 88.1±7.1歳

性別（男性/女性） 9名/53名

平均服用剤数 6.7±2.7剤

PIMｓ*投与患者 53名(85.5%)

平均薬剤費（１カ月あたり） 6485円

*PIMs：potentially inappropriate medications(高齢者の安全な薬物治療ガイドライン2015より)

【目標設定】
服用薬剤数 → ５．０剤/人/月
薬剤費 → ５０００円/人/月



対策①処方適正化対象者の明確化

Click To Add Your Title頓服、臨時薬を除く定期服用薬剤数６剤以上

①服薬困難または患者からの希望あり

②服薬管理能力の低下（認知症など）あり

③重複投与あり

④効果が不明または副作用の問題あり

⑤薬物相互作用の問題あり

⑥患者の疾患や肝・腎機能の低下の観点から不適切

⑦65歳以上で高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2015

「特に慎重な投与を要する薬物のリスト」に該当する薬剤あり

「薬剤数６剤以上」かつ「７項目のいずれか１つでも該当」の場合に
適正化対象患者としてスクリーニング



対策②スクリーニングツール作成
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薬品鑑別ソフトで鑑別した
薬品データを取り込み

高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2015で
「特に慎重な投与を要する薬物のリスト」に該
当する薬品があれば、その理由が自動で表示

Microsoft Excel®にてスクリーニングツール作成



対策③処方適正化チーム結成

Click To Add Your Title多くの身体的、社会的問題をもつ高齢者に
１つの職種だけで対応するのは困難

多職種チームでの
ポリファーマシーカンファレンスを開始
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処方適正化フロー

情報把握
 処方内容、既往、検査データ等の情報収集 MSW

薬剤確認

 薬剤鑑別
 スクリーニングシート作成
 処方提案書作成

薬剤師

多職種協議

 多職種での問題点の共有と解決のための
協議

 処方変更後のモニタリング方法確認
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看護師 MSW
介護士 栄養士
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アップ

 処方変更の適切性評価
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看護師 MSW
介護士 栄養士
リハビリ



かかりつけ医との連携
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処方変更に関する連絡・相談

・診療情報提供書
・薬剤管理サマリー



退所時薬剤情報提供

入院時処方

退院時処方

入院中の薬剤調整歴とその理由



結果（服用薬剤数の変化）
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結果（薬剤費の変化）
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まとめ
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 標準化されたスクリーニングシートを用いること
で、職種間での問題点の共有が可能となった。

 多職種で協議を行うことで多面的な評価ができ、
より充実した検討が可能となった。

 かかりつけ医との連絡や相談を緊密に行うことでト
ラブルなく処方適正化を行うことができた。

 処方適正化への取り組みの結果、処方薬剤数と
薬剤費が減少し、安全面と経営面での効果を得る
ことができた。



今後の取り組み
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附属介護老人保健施設での取り組みをモデ
ルケースとして、入院患者や地域医療にお
いてもポリファーマシー対策を推進していく。

毎日新聞（2019.9.22）

山口新聞（2019.9.22）


